
 

令和５年度に実施する令和４年度診療報酬改定の結果検証 

に係る特別調査の概要 
 

１．件名 

 令和４年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（令和５年度調査） 

 

２．調査目的 

 中央社会保険医療協議会における診療報酬改定結果検証部会のもと、令和４年度の診

療報酬改定による影響等を検証するために特別調査を実施し、診療報酬改定の結果検証

のための資料を得ることを目的とする。 

 

３．調査の概要 

（１）リフィル処方箋の実施状況調査 

①調査の概要 

令和４年度診療報酬改定において、症状が安定している患者について、医師の処方に 

より医師及び薬剤師の適切な連携の下、一定期間内に処方箋を反復利用できるリフィル 

処方箋の仕組みを設け、処方箋の様式を変更した。 

これらを踏まえ、本調査では、改定に係る影響等について調査・検証を行う。 

 

②調査対象及び調査客体 

【病院調査】 

・令和４年10～12月にリフィル処方箋の応需実績がある薬局 

・リフィル処方箋の応需実績がない薬局 

 上記合計1,000施設 

 

【診療所調査】 

・令和４年10～12月にリフィル処方箋の応需実績がある薬局 

・リフィル処方箋の応需実績がない薬局 

 上記合計1,000施設 

 

【医師調査】 

・病院調査、診療所調査の対象施設で外来診療を担当する常勤医師のうち、１施設につき２

名（リフィル処方箋を発行したことのある医師１名、リフィル処方箋を発行したことのない医

師１名） 

※なお、リフィル処方箋を発行したことのある医師がいない又は発行したことのある医師を

特定できない場合、発行したことのない医師２名を対象） 



 

【保険薬局調査】 

・令和４年10～12月にリフィル処方箋の応需実績がある薬局 

・リフィル処方箋の応需実績がない薬局 

 上記合計1,000施設 

 

【患者調査】 

・病院調査の対象施設に調査期間中に受診した外来患者２名 

・診療所調査の対象施設に調査期間中に受診した外来患者２名 

・保険薬局調査の対象施設に調査期間中に来局した患者のうち、１施設につき２名 

    

【患者調査（インターネット調査）】 

・直近３ヶ月で保険薬局に処方箋を持って来局した患者3,000名 

 

③スケジュール 

７月２６日以降順次 調査票発送 

 
（２）歯科医療機関における院内感染防止対策の評価等に関する実施状況調査 

①調査の概要 

令和４年度診療報酬改定において、歯科医療機関における院内感染防止対策を推進す

る観点から、歯科初診料及び歯科再診料の引上げを行うとともに、院内感染防止対策に関

する施設基準についての見直しを行った。 

また、かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所について地域における連携体制の確保

のため施設基準の見直しを行うとともに、歯科疾患の重症化予防に関する評価の見直しを

行った。 

これらを踏まえ、本調査では、歯科医療機関における院内感染防止対策等について調査

・検証を行う。 

 

②調査対象及び調査客体 

【施設調査】 

① かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の届出を行っている歯科診療所 

 2,000施設 

② かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の届出を行っていない歯科診療所  

2,000施設 

 

【患者調査】 

・上記①の歯科診療所を受診した患者各２名 

・上記②の歯科診療所を受診した患者各２名 

 

 



 

③スケジュール 

７月２６日以降順次 調査票発送 

 
 
（３）かかりつけ薬剤師・薬局の評価を含む調剤報酬改定の影響及び実施状況調査 

①調査の概要 

令和４年度調剤報酬改定において、薬局薬剤師業務の対物中心から対人中心への転換

を推進するため、薬局・薬剤師業務の評価体系の見直し、薬剤師のかかりつけ機能の評価

推進のため、重複投薬解消の取組の評価、地域支援体制加算の要件及び評価の見直し等

を行った。 

そのほか、対人業務に係る薬学管理料の評価の見直し、効率性等を踏まえた薬局の調

剤基本料の適正化、オンライン服薬指導の評価の見直し等を行った。 

これらを踏まえ、本調査では、改定に係る影響や、かかりつけ薬剤師・薬局の取組状況等

について調査・検証を行う。 

 

②調査対象及び調査客体 

【保険薬局調査】 

・地域支援体制加算の届出を行っている保険薬局のうち、無作為抽出した1,000施設 

・地域支援体制加算の届出を行っていない保険薬局のうち、無作為抽出した1,000施

   設 

上記合計2,000施設 

 

【診療所調査】 

・地域包括診療料の届出施設（悉皆） 

・地域包括診療加算の届出施設の中から無作為抽出した診療所 

・小児かかりつけ診療料の届出施設の中から無作為抽出した診療所 

上記合計1,000施設 

 

【病院調査】 

① 特定機能病院（悉皆） 

② 地域包括診療料の届出施設（悉皆） 

・上記①、②を除く病院の中から無作為抽出した施設 

上記合計1,000施設 

 

【患者調査】 

・保険薬局調査の対象施設に調査期間中に来局した患者２名 

（かかりつけ薬剤師による服薬指導を受けることに同意している患者１名＋それ以外の患

者１名） 

 



 

③スケジュール 

７月２６日以降順次 調査票発送 

 
（４）後発医薬品の使用促進策の影響及び実施状況調査 

①調査の概要 

本調査では、令和４年度診療報酬改定で実施された後発医薬品の使用促進策により

、保険薬局における一般名処方の記載された処方箋の受付状況、後発医薬品の調剤状

況や備蓄状況、保険医療機関における一般名処方の実施状況、後発医薬品の使用状況

や医師の処方などがどのように変化したかを調査・検証するとともに、医師、薬剤師

及び患者の後発医薬品に対する意識について調査・検証を行う。 

併せて、令和５年４月から時限的に導入される医薬品の不安定供給を踏まえた特例

措置について、その実施状況及び安定供給問題への対応状況に関する調査・検証を行

う。 

 

②調査対象及び調査客体 

【保険薬局調査】 

・全国の保険薬局のうち、無作為抽出した1,500施設 

 

【一般診療所調査】 

① 外来腫瘍化学療法診療料または外来化学療法の届出施設（悉皆） 

② 上記①以外の診療所のうち、外来後発医薬品使用体制加算の届出施設約575施設 

③ 上記①以外の診療所のうち、外来後発医薬品使用体制加算を届け出ていない施設 

約575施設 

  上記合計1,500施設 

 

【歯科診療所調査】 

・外来後発医薬品使用体制加算の届出をしている歯科医療機関 750施設 

・上記以外の歯科医療機関 750施設 

上記合計1,500施設 

 

【病院調査】 

・保険医療機関のうち、無作為抽出した病院 700施設 

・上記以外の病院のうち、外来腫瘍化学療法診療料または外来化学療法加算の届出施 

 設 300施設 

上記合計1,000施設 

 

【医師調査】 

・病院調査の対象施設で外来診療を担当する医師のうち、1施設につき診療科の異なる

医師２名 



 

【患者調査】 

・保険薬局調査の対象施設に調査日に来局した患者のうち、１施設につき２名 

 

【患者調査（インターネット調査）】 

・直近３ヶ月で保険薬局に処方箋を持って来局した患者のうち、無作為抽出した3,000

名 

 

③スケジュール 

７月２６日以降順次 調査票発送 

 
 
（５）オンライン資格確認システムに係る診療報酬上の対応の実施状況調査 

①調査の概要 

令和４年度診療報酬改定において、オンライン資格確認等システムの活用により、診断

及び治療等の質の向上を図る観点から、外来において、オンライン資格確認等システムを

通じて患者の薬剤情報または特定健診情報等を取得し、当該情報を活用して診療等を実施

することを評価する電子的保健医療情報活用加算が新設された。令和4年10月からは同加

算が廃止され、医療情報・システム基盤整備体制充実加算が設けられた。 

本調査では、オンライン資格確認等システムを通じた患者情報等の活用に関して、オンラ

イン資格確認等システムの導入状況も踏まえ、今回改定による影響等について調査・検証

を行う。 

 

②調査対象及び調査客体 

【病院調査】 

・保険医療機関のうち、無作為抽出した病院 2,000施設 

 

【診療所調査】 

・保険医療機関のうち、無作為抽出した診療所 2,000施設 

 

【歯科診療所調査】 

・保険医療機関のうち、無作為抽出した歯科診療所 2,000施設 

 

【保険薬局調査】 

・全国の保険薬局のうち、無作為抽出した2,000施設 

 

【患者調査】 

・病院調査の対象施設に調査期間中に受診した外来患者２名 

・診療所調査の対象施設に調査期間中に受診した外来患者２名 

・歯科診療所調査の対象施設に調査期間中に受診した外来患者２名 



 

・保険薬局調査の対象施設に調査期間中に来局した患者のうち、１施設につき２名 

    

【患者調査（インターネット調査）】 

・マイナンバーカードを健康保険証として利用し、直近３か月間以内に1回以上医療機関を

受診した患者又は処方箋を薬局に持参した患者及びそれ以外の患者 

 

③スケジュール 

７月２６日以降順次 調査票発送 

 

４．調査委託業者 

PwCコンサルティング合同会社 


